(別添様式１)
平成２３年度　９月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　 新介護職員等によるたん吸引等研修事業費（在宅関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　3,742千円
（現計予算額： 0千円　　　補正後予算額：3,742千円）

	要求内容


	１　要求の内容


①経緯
　　○平成18年４月　障害者自立支援法施行
       たんの吸引・経管栄養は、医行為に該当し、医師法等により医師、看護職員の
みが実施可能であるが、介護職員等による取扱いについては、当面のやむを得な
い措置(実質的違法性阻却)として、在宅・特養老人ホーム・特別支援学校において
一定の要件の下、運用上認められてきた。
　　　 これに対し、介護サービス事業者等の業務として実施することができるよう
法律において位置づけ、現在の実質的違法性阻却論に伴う介護職員等の不安や法
的な不安定を解消すべきとのことから、国において専門家による検討会が重ねられ
24年度の実施を目指すとされた。
　　　 これにより、たんの吸引等を行うことができる介護職員等の養成に必要な研修
事業の実施するための補助事業を国が設けた。
②現状と問題点
    ○ 障がいの重度化により、医行為とされる行為を介護職員等に求める障がい児者
が増加している。
　  ○今回の法整備により、医師法違反の問題は解消されるものの、「事故が起きた
場合の責任」については、未だ議論が続いており、この点が整理されないと事業
所としても実施を見合わせるといった懸念が予想される。
③事業目的     
     介護の現場等におけるたんの吸引等のニーズや実態を踏まえ、介護職員等がたん
の吸引等の一部医行為を実施し、必要な人に必要なサービスを安全かつ速やかに提
供できるよう、県において介護職員等に対する研修を行うもの。
④事業内容 
  【研  修  名】介護職員によるたんの吸引等研修（在宅関係）
  【講　　　師】国の指導者講習を受講した者(医師、看護師）等
　【期間・内容】約４日間相当　　国の実施する研修に準じた内容
　【受講対象者】訪問介護員、介護福祉士、生活支援員、指導員、保育士、
　　　　　　　　世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員等    20名(予定)
	２　所要経費


  【要求額】委託料　3,742千円  （国1/2、県1/2）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

・重度訪問介護や行動援護等、専門的支援の技術を有する人材を養成する

	２　これまでの取組状況


　
	３　これまでの取組に対する評価


　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	補正

要求額
	3,742
	1,871
	
	
	
	
	
	
	1,871

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


















































